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ベース・レジストリとはなにか

 「ベース・レジストリとは、公的機関等で登録・公開され、様々な場面で参照される、人、法
人、土地、建物、資格等の社会の基本データ」であり、正確性や最新性が確保された社
会の基幹となるデータベース。日本では台帳等が相当する場合が多い。（オープンとクローズ
のデータが有りアクセス制御される）

 全ての社会活動の土台であり、デジタル社会における必須の環境である。

 AIやドローン等の最新のデジタルテクノロジーを活用する基盤としても重要である。
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防災でのベース・レジストリの位置づけ

 平時から社会の基盤情報を整備し、災害時に迅速に活用できる環境を
提供する必要がある。
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防災場面での活用イメージ

 激務の災害現場を支えるデータの流れを実現する必要がある。
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実現するには、基礎情報であるベース・レジストリの整備とデータの標準化が重要



スケジュール

 社会的、経済的効果や実現可能性などを考慮し、順次整備を行っ
ていく。2025年までに環境を整備し、2030年までに整備していく。
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2021年夏まで
• 主要なデータ標準の整備
• 品質管理フレームワークの整備

2022年3月まで（予定）
• アドレス情報、事業所情報の実現性調査とプロトタイプ実施
• イベント情報や公共施設等のデータ整備、プロトタイプ実施
• レジストリ・カタログ、コード・カタログの整備
• 支援制度データベースの整備

具体的なアプローチ



参考：先進各国のベース・レジストリの対象

 個人、法人、土地、不動産、自動車を、ベースレジストリにする国が多い。

 公開範囲などはデータベース毎に異なる。
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EC ○ ○ ○

デンマーク ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

オランダ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

チェコ ○ ○ ○ ○ ○ ○

スロバキア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

エストニア ○ ○ ○ ○ ○

英国 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

米国 ※１ ○ ○ ※２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

韓国 ○ ○ ○ ○ ○

中国 ○ ○ ○ ○ ○

シンガポール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

インド ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※１：米国はSSN ※２：米国はNAD ※３：事業所は法人に含まれる場合が多い
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